
2024年３月期 決算説明会 
質疑応答 （要旨） 
 

Q. 電力関連の案件について、再生可能エネルギー関連の開発は、現在どの程度ある

のでしょうか。今後の市場の可能性とあわせて教えてください。 

A. 当社が取り組む際のポイントは、「再生可能エネルギー」そのものというよりは、電力を

送る「送電網」に関わるシステムだと考えております。 

現在、夏場に再エネ電力の出力制限がされるなど、発電したエネルギーを活かしきれてい

ない現状がございます。これを、システム的にマネジメントする動きが出てきており、今後

システム・設備のリニューアルと並行して進んでいくと見込んでいます。 

既にこれらに対する PoC（実証実験）への参画実績も複数出てきております。引き続きこ

れらに対応できるように準備を進めていきたいと考えております。 

 

Q. 株主資本利益率の推定値と、それを中長期的に上げる方針を樹形図で示していただ

けないでしょうか。また、株価、PBRを上げるという強いコミットメントを経営陣から打ち

出していただけないでしょうか。 

A. 先ほどのご説明の中で、ロジックツリーの形で ROE の向上に向けたポイントをご説明

いたしました。 

まずは、ビジネスの成長を加速させること、具体的には、コンサルティングやソリューション

ビジネスの拡大など、ビジネスモデルの構造転換につながる取り組みをしっかりと行い、

その成長をお示しすることで、企業価値向上につなげてまいりたいと思います。 

あわせて、財務戦略面においても、当社が取りうる施策は多々あると認識しております。

適時、適切なタイミングで様々な施策を実施し、事業拡大と両輪で企業価値の向上に努め

てまいります。 

 

Q. 売上総利益の変動要因について、単価の向上や上流工程の進出など、最も貢献した

のはどのような点でしょうか。案件の質に変化が出ているのでしょうか。 

A.まず、案件の質という観点では、上流フェーズ、いわゆるコンサルティング領域の対応や

GIS（地理情報システム）など当社独自のソリューション提供などが進んだことなどが要因

です。。 

また、単価アップ面では、政府による処遇改定の要請とあわせて、当社の長年の実績、ノウ

ハウがお客様から評価され、比較的単価交渉を受け入れていただきやすい環境にあった

と考えています。 

あわせて、原価率の低減に向けて、ベトナム・ダナンを中心としたオフショア開発によるコ

ストダウン、また、プロジェクトのトラブル撲滅に向けた品質活動、選別受注などを行い、そ

の複合的な結果として粗利益率が向上しました。 

今回、社員の大幅な処遇改定によるコスト上昇を吸収した上で、収益が改善したことは大



きなポイントだと思ってます。最大の財産である社員への対応を今後も継続し、上流フェ

ーズ（コンサルティング）へのシフト、ビジネスの質の変化に継続的に取り組むことで、さら

なる収益アップを目指してまいります。 

 

Q. 前期末は過去最高の受注高・受注残高となり、事業環境が非常に良いものと推察しま

す。この受注状況は今期も継続すると考えて問題ないでしょうか。 

一方で、前期の成長率、過去最高の受注・受注残という状況からすると、今期の業績予想

はかなり保守的にも思えます。利益面は先行投資が影響するというご説明がありました

が、売上高のプラス 3%という目標値はどのような前提の見立てでしょうか。 

A.受注高・受注残高は過去最高を更新しており、足元も好調に推移しております。一方、

203０年以降の持続的な成長に向けて中期経営計画の3年間は投資を拡大する計画とし

ており、今期はそれを計画どおり実行するため、 

今期の業績予想である「売上高 145 億円」を必達目標とし、これを下限とした上で、戦略

投資を進めてまいります。 

スライド 20、21 ページに記載のとおり、（投資は）業績面ではマイナスの方向に動きます

が、これらの投資を戦略的に進めることが、203０年に向けた事業構造改革につながり、

ひいては企業価値の向上につながると思いますので、業績予想の必達は最低限の目標と

しながら、取り組んでまいります。 

今後の見通しについて変更が生じた場合には、速やかにお知らせできるよう、事業運営を

進めてまいります。 

 

Q. 仮に今期で中期経営計画の業績目標を前倒しで達成された場合、来期は目標値を上

方修正されるのでしょうか。それとも別途新たな計画を出されるのでしょうか。 

A. 仮定のお話にお答えすることは非常に難しいところですが、まずは今期の業績達成が

一番重要だと考えております。その上で、早期に目途を立てて、来期を含めた業績計画を

株主や投資家の皆様のご期待にお応えできる形でお示ししたいと考えております。 

 

Q. 今後、業績を伸ばすためには、採用も重要になってくるかと思いますが、今期の採用

者数 38 名と変化がないように思われます。採用難の状態なのでしょうか。また、今後の

採用、人材に対する考え方を教えてください。 

A. 今期は前年度に比べて4名増の38名が入社しました。採用活動の長期化はあるかも

しれませんが、特に採用難という認識はございません。全国から優秀な学生が採用できて

おります。また、来年 4 月に向けた採用活動は 50 名としており、順調に進んでいるとい

う報告を受けております。 

当社の最大の財産は人材です。今後も新卒採用、経験者採用に取り組んでまいります。ま

た、採用した人材を、プロジェクトマネージャーやコンサルティング人材に育成するための

投資を継続してまいります。 



 

Q. 人材不足による争奪戦が最も激しい業界という印象を持っています。採用はもちろ

んですが、パートナー企業は十分に確保されているのでしょうか。また、現在のパートナー

企業は、AIや宇宙など高度な取り組みにも対応できるのでしょうか。 

A. 当社のビジネスには、動員力が欠かせません。現在、国内では 100 社から 150 社ほ

どのパートナー企業様と協業し、案件ごとに対応を進めているという状況です。 

また、ベトナム・ダナンでのオフショア開発 1,000名体制を目指して、当社OBが設立した

テックゼン社との提携、ダナン大学との高度 IT人材の育成に取り組んでいます。 

一方、宇宙・AI といった高度領域への対応に関しても、取り組みを進めるともに、パートナ

ー企業様との連携を強化しています。これら高度領域に関しては、私どもと理念を共有い

ただけるパートナー企業様の連携を深めて、対応してまいりたいと考えております。 

 

Q. コンサルティング関連の案件について、将来的な売上高構成比率の目標はありますか。 

A. 社員にはよく言っていますが、社員全員をコンサルティング人材にすることが最終目

標です。 

当社のビジネスを 100%コンサルティングビジネスとし、協力していただいているパート

ナー企業様には開発フェーズを対応いただくといった役割分担をしながら、社会インフラ

に特化したコンサルティング企業への進化を図ってまいります。 

今後、人材育成を強化する中で、コンサルティングは非常に重要だと認識しております。将

来、大きく売上高を伸ばしていくため、私、自ら対応しております。 

 

Q. ソリューション事業は現状黒字でしょうか。将来的に利益率ではどのような貢献を見

込んでいらっしゃるでしょうか。 

A. ソリューション事業は、GIS:地理情報システムや IoT といった当社の独自ソリューショ

ンを提供しており、もちろん黒字です。そして、まだまだ利益的に伸びる余地があると考え

ております。 

ソリューションビジネスは、人員数にとらわれず利益をあげられる、極端に言えば「売上＝

利益」となるストックビジネスで、特にプロダクトのサービス化に期待をしております。 

高い専門性と技術力を武器とし、高収益なコンサルティングビジネスでの貢献も増やして

いきたいと考えております。その一例が、「GIS：地理情報システム」です。 

「GIS：地理情報システム」を活用したソリューションとして、当社初のサブスクリプションサ

ービス「COCOYA」を発売しておりますが、お客様からも非常に注目されています。 

本格的にソリューションビジネスをスタートして 4 年目になりますが、引き続きビジネスの

拡大してまいりたいと思っております。 

  



Q. M&Aの考え方について教えてください。新規事業の獲得、人材の補充と考えた場合、

どちらを優先されるイメージでしょうか。 

A. 当社は「技術のアドソル」として非常にご評価いただいており、社員一同、技術力に強

みを持つ会社だと自負しております。昨今は生成 AI など、様々な革新的な技術が登場し

ておりますが、これらを含めて強みとなる技術力を一層強化したいと考えております。 

あわせて、M&Aに関しても積極的に取り組んでいきたいと考えています。M&Aに対して

は、技術力のある人材確保を優先ということになりますが、当社の強みをさらに伸ばす、

あるいは強みを補完し合い、双方が成長できるような M&A を目指しておりますので、同

業のみならず、異業種も含めて幅広く検討していきたいと考えております。 

 

Q. 今後、PBRを上げていくために、現時点で一番の課題は何であると考えていらっしゃ

るでしょうか。 

A. PBRを上げていくためには、PERの向上と ROEの向上、この二つの取り組みが必要

であり、成長性、資本効率、そして皆様との対話が重要な課題だと認識しております。 

具体的に課題感や方向性が見えてきている部分もありますが、ご質問いただきました点

も含めて取りまとめた上で、改めて開示の機会をいただきたいと考えております。 


